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Abstract:TheIatestreportsrevealthatthenumberofcariesinearlyteenagersisdecreas-

ingHowever,†herearea†ewreportsaboutprevalenceo†carjesinIa†eteenagers.Wehave

studiedcariesprevalenceofmalestudentsaged15and19atatechnicalcollegeevery†iveyears

since1975.Thetotalnumberofthes†udentswestudiedwas1,256,Wehavecarriedoutdental

examinationswith†iberopticiiluminatorsandhaveusedtheCPIprQbesofWHOfrom2000,

MeanDMFTandSignificantCariesIndex(SiG),whichstandsforcariesindexinhigheronethird

ofthegroup,werecalcula†edandanalyzed,1)Thegroupo†studentsaged「5indicatedDMFT

andSiCwerethehighestvaluesin1980(DMFT7.8,SiC13.4)andthesevaluesweredecreasing

until2005(DMFT2.6,SiC6.4),Therewassignificantdifferencebetween「980and2005for

DMFTandSIC(ρ<O.OO1,ρ<0.OOI,respectively>,2)Thegroupo†studentsaged19showedthe

highestvaluesin1980(DMFT「0.2,SiC16.3)andthesevalueswerereducinguntil2005(DMFT

5,2,SiG10.0).Therewasalsosignificantdif†erencebetweenthem.SlncethevalueofSiCin

thegroupofstudentsaged15in2005wasstil]more†han5.Ovalue,continuousaotiontoprevent

dentalcariesforallstudentsincludinghighriskonesseemedtobenecessaryfororalhealth

promo†ion.

Keywords:CariesdecIine,Cariesprevalence,DMFT,Cariesinequalit]es,oralhealthpromo-

tion

と が 窺 え る 。20世 紀 半 ば 以 降,永 久 歯 菌離 虫有 病 に つ い て は,は じ め に

WHOやFDiが 小 児 の 爾 蝕 に 焦 点 を 絞 り12歳 児 を 対 象 に し た

近 年 の 歯 科 疾 患 実 態 調 査(厚 生 労 働 省)1-3〕 に よ れ ば,我 が 目 標 を 設 定 し て き た4)。 そ こで,国 際 的 な 爾 蝕 有 病 の 比 較 が12

国 の 小 児 の 永 久 歯 齪 蝕 有 病 に つ い て は 漸 次 減 少 傾 向 に あ る こ 歳 児 を 対 象 に 行 わ れ,多 く の 国 々 は 西 暦2000年 の 目 標 値 で あ
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る 「12歳 児のDMFTを3以 下にする」を達成 したものの,疫 の状況 を強調 して把握 するため に,BrathaHら の 提示 した

学調査によれば,12歳 以 降 も騙蝕は徐々に増 え続けている'一3)。S]C(SignificantCarlesIndex)を 算出 した10川。 この指数 は対象

生涯にわたる歯 と口の健康づ くりのために,わ が国においては 群のうち,鵬 蝕の多い上位3分 の1を 選び,そ の算術平均値で

「健康日本2「」で,新 たな目標 として 「12歳 児における1人 平 ある。次いで,tg75年 度 から2005年 度 まで5年 問隔の断面の

均 う歯数(DMF歯 数)を1歯 以下にする」 という数値が設定DMFTの 成績について統計学的検討は,ノ ンパ ラメ トリック分

されている」「)。しかしなが ら,我 が国における12歳 以降の編蝕 析であるKruskal-Wallisの 検 定を採用した。また,調 査回毎の

の有病状況 に関する調査報告 は小中学生のそれ に比べて少な15歳 と19歳 のSic値 の 推移 については回帰分析 を用いて検

い6"8)。 定 した。

そ こで,私 たちは 「0代後半の男子学生の餉蝕有病状況の動 なお,本 調査 は学校保健法第6条 の毎学年定期に行 う健康

向を明 らかにするために,仙 台市内の高等専門学校 の「5歳 と 診断のうち歯科健診 として実施 した。各健診時の対象者 には同

19歳 の男子学生延 べr,256名 を対象 に,1975年 か ら2005年 意書を取っていないが,資 料の分析に関しては歯科健診結果を

までの編蝕有病状況の推移を調べた。 今後の学校歯科保健の向上に活用するため,同 校校長の了解を

得た。

対象 と方法

_結 果調査対象は
,仙 台 巾内の某高等専門学校 に通学する男子学生

である。毎年定期の歯科健診を受診 した者のうちで,1975年 度 表1に 各年齢別 に15歳 男子学生 とtg歳 男子学生の対象人

を初回に,5年 間隔で2005年 度 までの計7回 の歯科健診票を 数 と蠣蝕有病状況を示 した。15歳 男子学生 のカ リエスフリー

基に,各 歯科健診年度の15歳 男子学生(延 べ人数649名)と 者は1975年 度 には2名(1,80/・)に 過 ぎなかったが,「995年 か

t9歳 男子学生(延 べ人数607名)の 計r,256名 を対象 とした。 ら2005年 で は各々20、Oo/・,f6.50/・,36.8%と な り,そ れ以前

歯科健診 に際しては,被 検者 と診査者が対面する方式で行っ に比べて大幅に増加 した。平均DMFTの ピークであった 「980

た。1975年 度 から1995年 度 の定期歯科健診においては,自 然 年 の ピLク 値782と 比 較 す る と,1995年 の平 均DMFTは

光 と人工照明ならびにFO丁1(線 維光学照明装置SaphonOral5.39と その差は2.43で あったが,統 計学的に有意 な差ではな

llluminator鮫 東京歯材社製)を 併用し,平 面歯鏡 と先端を規格 かった。2000年 と2005年 の 平 均DMFTは3.94と2.64で

化 した鎌形探針を用いる視診型の診査 を行った。2000年 度 と1980年 度 の差は378か ら5,18と 大 きく,統計学的に有意 な減

2005年 度 の歯科健診ではWHO(1997)の 口腔診査9)の 様式 少を示 した(ρ<O.OOt)。 平 均DMFSに つ いて も同様 に1980

を採 用 し,2000年 度以前の歯科健診のうち鎌形探針に代わ り 年のピーク値14,16と 比較すると,2000年 の値650と 有 意に

WHOのCPIプ ローブを用いる方法 を採用した。このプローブ 減少 した(ρ<0.OOOI)。

によって,蠕 窩の確認を行 った。また,蠣 蝕の診断にっいては 次いで,19歳 の男子学生においては,1975年 度 と2000年 度

いずれの歯科健診においても,明 瞭な蠣窩を認 めるものを齪蝕 のカリエスフ リー者率はいずれ も10 .401・で あったが,そ の他

と判定した。なお,歯 科用探針の使用に際 しては,編 窩の存在 の年度で は3.5%～5.0%と 極 めて少なかった。同年齢男子 の

を診 るもの とし,stickyfissureを 翻 蝕 の検出基準 に含 めな 平均DMFTに つ いては明瞭なピークが認められず,1980年 度

かった。各調査年度 頒 禺蝕 の診査には,複 数診査者が爾蝕の診 の値10.19を ピークとして比較す ると,2000年 には7.46と 有

査にあたったために,歯 科健診 に先行 して抜去歯を用いて咬合 意 に減少 していた(ρ<0,04)。 な お,平 均DMFSに つ いては

面鵜蝕の検出を行い,キ ャリブレーションを行った。1980年 の値2224を ピークとして比較すると,そ の後の年度

得 られた個人の診査票から年齢別のカ リエスフリー者率,蠕 で徐々に減少傾向を認めたが,統 計学的な有意差を認めなかっ

蝕有病指数(DMFTとDMFS),集 団内で齪蝕 を多数有する群 た。

表1調 査年別 ・年齢別の対象人数,カ リエスフリー者数(%)とDMFr

15歳19歳

調査年
NCaries-free(o/o)DM[「 ±SDNCarles-†ree(%)DM[「 ±SD

1975551(1.8)6.16±373485(10.4)7.22±4.39

1980769(118)7.82±5.08582(3.4)10.19±547

1985866(70)6.66±4.38804(5.0)9.1Q±519

1990844(48)6,41±4.t51164(3.4)985±588

19958016(20.0)5.39±4 .77984(4,1)8.04±4.31

200013220(16.5)3.89±3,30115f2(104)7.46±5,51

200513650(368)2.64±3,259212(130)5、17±4.28
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WHOは 西 暦2000年 における歯科保健 の第一 目標 として

「12歳児の世界的平均DMFTを3以 下にしよう」と掲げた4)。多

図1と 図2に,調 査回毎の平均DMFTとSIG値 を示 した。15く の爾蝕予防先進諸国では西暦2000年 までにこの目標 を達

歳では「980年 のDMFTが7B2で,sic値 がt3,40と 最高値で 成 した。1999年 に世界の12歳 児の平均DMr「 は2.2本 と報告

あ り,2005年 の各々の値 は,2.64と640に 激減 した。19歳 で され,最 新の2004年 版 のDMFTはt61と なった12)。1980年 代

も2005年 のDMFTは5,16,sic値 は9,97で 最小 となった。 以降から,口腔保健先進諸国では永久歯爾蝕の減少が明 らか と

両年齢の1980年 と2005年 のパーセ ンタイルグラフを図3な っている'3-'7)。

と図4に 示した。図3で は,カ リエスフリーの学生が250/・増 一方,わ が国で も平成11年 歯科疾患実態調査において12歳

え,DMFTが10歯 以 上 の高蠕蝕者 が1980年 の36.8%か ら 児のDMFTは2.4本 と報告 され2},平 成17年 調査では1.7本 に

2005年 の3.70feと ほぼ1/10に 減少 し,分 布はY軸 の0の 方向 減少 した3)。このように12歳 児の鵬蝕有病状況 については改善

に変移 した。同様 に図4で も,カ リエスフリーの学生は9.6%し て いると考えられているが,10代 後半の蘭蝕有病に関する

増え,DMFTが15以 上 の学生は 「4140/・減少 した。図3の1980疫 学調査報告は少な く,既 報では,1975年 か ら1987年 までの

年の15歳 児群における中央値 となる50パ ・一一一センタイル値 と 爾蝕有病状況の改善 について発表 した18)。平 成 「7年歯科疾患

90パ ーセ ン タ イ ル 値 のDMFTは 各々8と15で あった が,実 態調査成績 によれば,15-19歳 における鵜蝕有病状況は平均

2005年 で はそれぞれ2と7と 低下 した。19歳 群 において も中DMFTで7.15と 未 だ高 く,当 該年齢群問の爾蝕増加率 も大 き

央値 と90パ ーセンタイル値は1980年 の両者の値が各々10と い3)。そ こで,本 研究では大多数が男子学生で構成されている高

18で あったのに対 して2005年 で はそれぞれのDMFT値 は4等 専門学校の15歳 と19歳 の男子学生 を有意に選択 して1975

と11に 減 少 した(図4)。 従 って,こ れ らの2つ の図か ら,両 年 年からの3Q年 間の爾蝕有病状況の変化を調査 した。

齢群 ともに齢蝕有病状況の改善が認められた。 本報では,1970年 度 を初回として2005年 度 までの30年 間

の5年 間隔で計7回 の断面成績 について,統 計学的な分析を

行った ところ,15歳 男子学生ではカ リエスフ リー者率が増加

し,ま た,両 年齢群 の平均DMFTは 統計学的に有意に減少 し
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た。さらに,こ れらの数値は歯科疾患実態調査のデータよりも 重要であると考 えられ る。

小さかった。一方,$iC値 についても有意 な減少を示 したが,15次 に,2000年 と2005年 度 の口腔診査では,WHOの 基 準に

歳児ではMarthalerの 提 案 したSiC値 を5以 下にするという 基 づいた鯖蝕診査法 を実行す るた めに診査用具 にWHOの

目標に到達 しなかった19)。CPiプ ローブを用いた。本調査の先端鋭利な歯科用探針使用時

表 と図から明 らかなように,両 年齢群 ともに平均DMFTと には,不 適切な使用に附随 して生 じる可能性の高い人為的な歯

SiC値 な らびに10歯 以上の編蝕を有す る者はいずれ も大幅に 質の損傷 を回避するため,過 度な触診圧を掛けないように留意

減少傾向にあるが,未 だ10歯 以 上の多数の爾蝕 を有する者が した。我々のこの30年 間の調査においては,基 本的に,明 瞭

存在 したので,爾 蝕の格差 は存在 したままであった。依って,本 なう窩を編蝕 として判定 し,齪 蝕の存在が疑わ しい場合には鯖

対象においては離蝕 の格差の存在 を認めた ものの,高 踊蝕者数 蝕にしない という考 え方を採用 して診査にあたった。本報 の

は大幅に減少した。2000年 か ら2005年 にかけても齪蝕の減少傾 向は続いている

本研究 における,爾 蝕の減少傾向に関する要因分析にっいて ので,今 後の推移を調べてい く必要がある。

特定できないが,こ れまで報告されてきた国際的な鍋蝕の減少 国際的な爾蝕 の動向については,WHOの バ ームスロ腔保健

の主 た る要因 に,広 範 なフッ化物 の利 用が あげ られて い 部長は,20世 紀 の世界の12歳 児のDMFTの 推移か ら,い わゆ

る20・21>。本調査対象校の学生について,1994年 と2000年 に調 る「バームスハット」271を提示 して,2「 世紀前半の爾蝕の減少

査 した歯磨 き剤の使用状況に関す る質問調査か らも学生の約 を示唆した28>。そ こで,今 後の本対象の爾蝕の推移に関する予

950/・は歯磨 き剤 を使 ってお り,約550/・ は フッ化物配合歯磨き 測については,日 本版 「バームスハット」のごとくに,こ れ ま

剤を使用 していると回答 した22・23)。また,我 が国におけるフッ での30年 間の平均DMFTの 推 移から,1980年 時 点をピーク

化物配合歯磨 き剤の市場占有率が 「985年 の120fe,1995年 の に鵡蝕の減少が継続 しているので,今 後 も引 き続 き国民の口腔

480/・か ら2000年 で は770/・ に,さ らに2005年 に は88%と 衛生の向上が進むことを前提 に,当 該年齢群の爾蝕は減少して

なった ので,こ の30年 問 に約8倍,率 にして76%増 加 し い くことが考 えられ る。そのためには,ま ず,我 が国の12歳 児

た24〕。このようなフッ化物配合歯磨 き剤の使用の増加が蘭蝕の のDMFTが 「以下 を達成することと併せてカ リエスフ リーの

減少に影響 したのではないか と考えられる。 小児を育成することが求められる。同時に,齪 蝕多発児 を少な

この対象期間内に,国 際的にはRensonら のFDI/WHOワ ー くすることである。そのためには,「健康 日本2「」」「)の基本的な

キンググループは1960年 代 以降の20年 間の小児編蝕状況の 方策 となっているポピュレーションス トラテジー とハイ リス

変化の分析 を行い,先 進国の薗離虫の減少要因にフッ化物の広範 クアプローチを実行 に移すことが肝要である。具体的な予防手

な利用や予防歯科的サービスの供給 をあげている。同時 に同作 段 として,集 団全体 に対するフッ化物洗口が有効であり,個 別

業班の 日本の歯科医療,歯 科保健に関するレポー トには,歯 科 の対応 として 「2歳以降の醜蝕増加部位 と考 えられる第二大日

保健推進国に比べて日本 にはフッ化物 を利用す る鵡蝕予防手 歯咬合面に対する小窩裂溝填塞が効果的である。さらに,ハ イ

段が欠けていると指摘 している25・26)。20世紀後半の口腔保健先 リスク者 にかか りつけ歯科医での継続的予防管理が重要 とな

進国の鵡蝕減少要因について,世 界の歯科保健専門家52名 を る。本報 においては,1975年 以 降30年 間 における爾蝕 ピーク

対象にした 「現在の20-25歳 群 は30年 前の当該群 と比べて鵬 時1980年 のデータと蘭蝕減少時の2005年 のデータか らなる

蝕が少ないが,そ の主たる原因は何か?」 という質問調査を分 パーセ ンタイルグ ラフか ら,50パ ーセ ンタイル値 が15歳

析 した結果,専 門家たちは5段 階評価の最上位の蠣蝕の減少をDMFTで1/4に,19歳DMFTは2/5と 大 幅な低下 を示 した。

40%以 上 説明できるという 「非常 に重要」あるいは 「重要」な さらに,90パ ーセ ンタイル値 も15歳DMFTは15か ら7に,

項 目にフッ化物配合歯磨剤の使用をあげている21)。19歳DMFTは18か ら11と 大 幅な減少を示 した。以上か ら,本

我が国で も集団応用 フッ化物洗口の利用が進んでいる新潟 対象の歯禺蝕の有病の改善が認められた と考 えた。2000年 デv-一

県の高校生を対象にした調査結果から,保 育園か ら中学生まで 夕では15歳 の歯禺蝕は3.94本 で19歳7.46本 であったから,単

持続 してきたフッ化物洗口群では,実 施経験のない群に比べ,純 比較 して4年 間の増量 を算出する と252歯 と高 く,年 間

減少率 は一人平均鶴蝕経験歯数で560%,一 人 平均重症騙蝕0.62と な る。2005年 の データでは同 じく2、64と5「7で その

歯数で8i.80!・と,フ ッ化物洗口中断後 も有意な鵡蝕予防効果が 差 は253で ほぼ同じであった。今後,同 一男子学生をコホー ト

持続す ることが確認されている7}。以上のことから,青 年期の蘭 として分析 して,年 間増量 を計算するとともに,対 象の歯種,歯

蝕予防策 の1つ として,フ ッ化物の応用を推進 していくことが 面単位での鵬蝕有病状況について検討してい く必要がある。

内容要旨]10代 前半の小児の爾蝕の減少 は明らかになって きたが,10代 後半の編蝕有病状況 に関する調査報告 は少な

い。本報では,「975年 以 降5年 ごとの仙台市内の高等専門学校歯科健診データのうち,「5歳 と19歳 の男子の延べ1256名

を対象とした。自然光,人 工照明及び線維光学照明装置を併用 し,平 面歯鏡 と先端 を規格化 した鎌形探針 を2000年 度以降

は平面歯鏡 とWHOのCPIプ ローブを用いて視診型歯科健診 を行った。平均DMFT,な らびにDMFTの 高い1/3の 学生か

らSignificantCarieslndex(SiG)を 算 出し,さ らに爾蝕の分布状況 を検討 した結果,以 下の所見を得た。
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1)15歳 群 の 平 均DMFTとSICは 「980年 に 各 々7.82と13.40と ピ ー ク を 示 し,そ の 後 減 少 し て2005年 に は 平 均

DMFTは2.64,sicは6.40と な り,2000年 以 降,統 計 学 的 に 有 意 な 減 少 を 示 し た 。

2)19歳 群 の 平 均DMFTは1980年 の10.19,sicは1990年 の16 ,33が ピ ー ク で,2005年 に は 平 均DMFTは5,16,sIc

は9.97と 有 意 な 減 少 を 示 し た 。

以 上 の こ と か ら,本 校 男 子 学 生 の 平 均DMFT及 びSiCは 減 少 傾 向 に あ る こ と が 明 ら か に な っ た 。 し か し,本 報 の2005年

の 「5歳 児SiC値 は5.oを 超 え て い る こ と か ら,今 後 も編 蝕 の 多 い 群 を 含 む 集 団 全 体 の 爾 蝕 予 防 に 取 組 む こ と で,齪 蝕 罹 患

の 格 差 の 是 正 と 口 腔 の 健 康 づ く り を 進 め て 行 く必 要 性 が 示 唆 さ れ た 。
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